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研究成果の概要（和文）：本研究の結果、分散型電力システムを可能にする制度設計上のインフラとして、送配電部門
の中立性・公平性を厳格に担保することが非常に重要だということが分かった。また、「再生可能エネルギー固定価格
買取制度」の影響は決定的であり、これが、電力システムをより分散型に移行させる大きな要因となっている。
再エネを通じた地域再生については、「住民自治力」の存在が決定的に重要である。我々が調査した長野県飯田市のケ
ースでは、地域自治組織が大きな役割を果たしており、それを各地域に配置された飯田市職員が支援することで、ボト
ムアップ型の再エネプロジェクトが成功する要因を創り出している。

研究成果の概要（英文）：　We found that neutrality of transmission sector is crucial for the success of 
future liberalized electricity market in Japan. We found also that “Feed-in Tariff” system is main 
driver for the transition to more distributed power system.
　Regarding regional development by renewable energy, “Power of Self Governance” by inhabitants is most 
important factor. In case of Iida City, Nagano Prefecture, where we conducted research, Self-Governance 
Organizations by the inhabitants plays crucial roles, which are supported by Experts of city government. 
These create good conditions for bottom-up type of renewable energy business.

研究分野：環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
 
本研究を構想する直接の経緯となったの
は、東日本大震災、とりわけ福島第一原子力
発電所の事故である。この経験を踏まえ、分
散型電源による双方向型の電力供給システ
ムへの移行が、集中電源による一方向型の電
力供給システムの脆弱性を克服する可能性
について探求を行なうこと、これが本研究の
第 1の目的である。 
第 2の目的は、エネルギーの低炭素化をど
う進めるかという点にある。狭き途だが、火
力にも原子力にも頼らない、再エネに立脚し
た分散型電力供給システムの確率は可能で
あることを具体例と定量評価で示す点に、本
研究の第 2の目的がある。 
第 3の目的は、再エネに立脚する分散型電
力供給システムの普及拡大を、地域再生につ
なげるための条件、政策手法、支援枠組みの
あり方を、社会科学的な分析を通じて明らか
にすることにある。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の第 1目的と第 2目的を達成するた
めに、我々は、再生可能エネルギーに立脚す
る分散型電力供給システムを構築する際に
直面する障害を同定し、それを克服するため
には何が必要かを確定する。 
本研究の第 3目的のために、我々は、飯田
市をはじめとするいくつかの地域・自治体を
実証研究の対象として選定し、地域再生に資
する分散型電源開発のあり方を探求する。 
 
３．研究の方法 
 
 以上の目的を達成するため、本研究では研
究チームを大きく 2つの部門から構成するこ
とにしたい。【部門 A】は、「分散型電力供給
システムとその普及促進政策の社会経済的
評価」と題し、分散型電力供給システム全般
に関わる研究を行い、【部門 B】は、「低炭素
経済化と再生可能エネルギーによる地域再
生」と題し、地域再生により焦点を当てた研
究を行う。 
 
４．研究成果 
 
【部門 A】の研究成果 
本研究では、分散型電力供給システムの社
会経済的評価を進めるにあたって、徹底して
電力自由化を推進したドイツの事例をベン

チマークに据えることにした。現地調査を行
い、文献調査によって補った結果、日本の電
力システムの将来にとって、以下のような知
見と示唆が得られた。 

1996 年の電力自由化に関する EU 指令に
より、ドイツは 1997年から 98年にかけて電
力自由化を推進、発送配電の分離が行われた。
ここで重要なのは、公共インフラとして、送
配電部門の中立性・公平性が担保できるかど
うかである。 
これを担保するために重要な機能を果た
しているのが、「連邦カルテル庁」と「連邦
系統規制庁」である。「連邦カルテル庁」は、
国民経済のあらゆる分野に関わる競争を取
り扱っており、寡占やカルテルをチェックす
る。これに対して、「連邦系統規制庁」は、
電力の系統使用料、使用権の設定、系統の拡
張・配電の調整を担当する。両者とも、どの
省庁にも属さない、独立した規制庁であるこ
とが、自由化された電力システムにおいて重
要な意味を持つ。 
 
【部門 B】の研究成果 
 本研究では、東日本大震災と福島第一原発
事故後、再生可能エネルギーの普及拡大が、
大きな課題となっている今、再生可能エネル
ギーは単に量的に増やすだけでなく、それが
地域の持続可能な発展に寄与する可能性を
探求した。そして我々が到達した考え方が、
「エネルギー自治」である。 
 本研究を通じて暫定的に行きついた結論
が、質の高い公共政策を展開できる自治体の
背後には結局、高い「住民自治力」が存在し
ている、というものである。飯田市の場合、
それを担保しているのが、公民館や「まちづ
くり委員会」からなる地域自治組織である。
飯田市はこれまで、15の町村と合併を繰り返
してきましたが、合併後もおおむね小学校区
単位の 20 か所に公民館と自治振興センター
を設置、ボトムアップ型の住民活動の拠点と
している。このうち特に公民館が、住民自治
を担う人材の育成と、住民ネットワークの形
成機能を果たしている。そして市は、これら
各公民館に 1名ずつ、市職員を「公民館主事」
として配置し、その機能を支えている。 
 そういうわけで、飯田市は先進的な地域エ
ネルギー政策という点でも、また、地元企業
や住民が協力して再生可能エネルギービジ
ネスを立ち上げていく仕掛け・仕組みという
点でも、きわめて豊富な事例を我々に提供し
てくれている。 
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